
被災地への企業立地には、様々な優遇策があります！

 工場等の新規立地・増設費用を支援。
 補助率最大３/４※、最大３０億円
まで補助。※自立・帰還支援企業立地補助金の場合

企業立地補助金

新規創業支援
 福島県の原子力災害被災１２市町
村での新規創業等の費用を支援。

 補助率最大２/３、最大３００万円
まで補助。

雇入れ費用助成
 被災３県求職者の雇入れを支援。
 １人当たり３年間で１２０万円（福
島１５市町村は２２５万円）、１
事業所最大２，０００万円を支給。

実用化開発支援
（福島イノベーション・コースト構想関連）

 福島県の１５市町村で地元企業等と
連携して行う実用化開発を支援。

 補助率最大２/３、最大７億円まで
補助。

税制・金融上の特例
措置

 被災地で工場等の新増設や雇用を行
う場合、復興特区法等に基づき、税
制・金融上の特例（特別償却、税額
控除、利子補給等）あり。

〈お問い合わせ先〉 復興庁 産業復興総括班 TEL：０３－６３２８－０２６７
FAX：０３－６３２８－０２９８
E-mail：g.sangyo.fukkou@cas.go.jp
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